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令和４年度 安曇野市組織改編の概要 

 

市長公約である「住みたい安曇野、住んでよかった安曇野」の実現を目指し、「守る」・

「創る」・「興す」の３本柱を着実に進めるための組織改編を行います。（令和４年４月１日か

ら） 

 

組織改編の基本的な考え方 

◆組織改編の方針 

〇強化すべき部署の体制の見直しを行います。 
 
〇課・係等の改編により、関連性のある業務を集約し、役割を明確にした組織とします。 
 
〇組織名称は、市民に業務内容が分かるよう配慮します。 
 
〇少人数組織を見直し、課・係等の規模の適正化を進めます。 
 
〇住民サービスの低下を招かないように組織改編を進め、組織数の削減に努めます。 

（現行 12部 42課 99室係➡11部 40課 94室係） 

 

◆体制の見直しと重点・強化事項 

❶市長直轄『危機管理監』を新設 

 危機事案に対し、トップダウンにより迅速・的確に対処できる危機管理体制を確立します。 
 

❷DXの推進 『行革デジタル推進課』を新設 

 行政のデジタル化、ＤＸ（ﾃﾞｼﾞﾀﾙ・ﾄﾗﾝｽﾌォ-ﾒｰｼｮﾝ）を推進するため、行革デジタル推進課を

新設します。 

デジタル技術の利活用を徹底的に進め、効率的かつ効果的な行財政運営に取り組むとともに、

各種手続きの利便性を高めるなど、市民サービスの向上を図ります。 
 

❸移住定住推進の強化 『移住定住推進課』を新設 

 コロナ禍で地方への移住に関心が高まる中、これをチャンスと捉え、「住んでみたい、住み続け

たいまち」を目指す取り組みを推進するため、移住定住推進課を新設します。 

移住希望者への相談、支援体制などの充実を図るとともに、空き家・空き店舗の活用などに取

り組みます。 
 

❹観光との連携強化によるスポーツ振興の推進 『商工観光スポーツ部』を新設 

安曇野をアウトドアスポーツの聖地として PRするため、商工観光スポーツ部を新設します。 

また、安曇野市総合体育館オープンにより、市民スポーツの拠点施設として、またプロスポーツ

との連携など、一層のスポーツ振興の強化を図るため、スポーツ推進課を新設します。 
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❺子ども・子育て・家庭支援業務の一元化 『教育部』へ移管 

福祉部と教育部に所管が分かれていた子どもに関する業務を教育部に統合し、一貫した理念

のもとに保育・教育が行える体制を整備します。 

また、幼児から 18 歳までの子どもや子育てに関する家庭への支援や相談業務を教育部に一

元化し、市民の利便性を高めます。 

 

各 部 局 の 改 編 内 容 

❶議会事務局 

  現行のとおり、庶務係・議事係の２係体制です。 

 

❷危機管理監（危機管理課）【新】 

市長直轄の「危機管理監」を配置し、所属は「危機管理課」とします。 

近年多発する自然災害や新たな感染症の拡大など、あらゆる危機事案に、より迅速かつ的確に

対応します。 

 

❸総務部 

総務部と財政部を統合し、総務課・職員課・財政課・税務課・収納課・財産管理課・契約検査課

の７課体制となります。 

■財産管理課 

財産管理課内に「財産ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ担当」を新設。公共施設のマネジメントを計画的かつ効率的

に推進する体制の強化を図ります。 

 

❹政策部 

  政策経営課・秘書広報課・行革デジタル推進課・人権共生課の４課体制となります。 

■行革デジタル推進課【新】 

    「行革デジタル推進課」を新設。デジタル技術を活用した事務の効率化や市民の利便性の 

向上を図ります。 

■人権共生課【新】 

   人権男女共同参画課から名称を改め「人権共生課」を新設。多様性を尊重する共生社会を

実現することを目指します。 

 

❺市民生活部 

地域づくり課・市民課・環境課・移住定住推進課の４課体制となります。 

■地域づくり課 

各支所地域課を廃止し、区の支援及び地域づくり等の業務を一元的に推進します。 
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■環境課 

廃棄物対策課を環境課に統合し、環境課に「資源循環推進担当」を新設します。 

また、地球温暖化対策、水資源対策、資源化など一連の環境に係る政策を「環境政策担当」

が所管し、環境に係る SDGｓの取組みを強化します。 

 

■移住定住推進課【新】 

空家対策室を廃止し、移住定住推進と空き家・空き店舗の活用を一元化した「移住定住推進

課」を新設。空き家対策と移住定住促進の連携、強化を図ります。 

 

➏福祉部 

  福祉課・高齢者介護課・障がい者支援課の３課体制となります。 

■高齢者介護課【新】 

    長寿社会課と介護保険課を統合し 「高齢者介護課」を新設。高齢者支援に係る業務を一元

化します。 

■障がい者支援課【新】 

    障がい福祉担当を「課」に位置付け、「障がい者支援課」を新設。多様化・複雑化するニーズに

対応するため、障がい者福祉業務の強化を図ります。 

 

❼保健医療部 

  介護保険課を福祉部に移管し、健康推進課・国保年金課の２課体制となります。 

 

❽農林部 

  現行のとおり、農政課・耕地林務課の２課体制です。 

 

❾商工観光スポーツ部【新】 

商工労政課・観光課・スポーツ推進課の３課体制となります。 

■観光課 

   観光交流促進課から名称を改め「観光課」とし、観光宿泊施設（現行農林部所管施設含む）を 

一括して観光課所管とします。 

■スポーツ推進課【新】 

  スポーツ推進担当を「課」に位置付け、「スポーツ推進課」を新設。スポーツ活動の振興及び観

光とスポーツとの連携など、より広い視野での取り組みを進めます。 

 

❿都市建設部 

  建設整備課・維持管理課・都市計画課・建築住宅課の４課体制となります。 

■建設整備課【新】 

    監理課を廃止し、「建設整備課」を新設。監理課庶務係と国県事業推進担当を統合した「建

設政策担当」と、建設課建設担当を移管し「建設整備担当」の２係体制に再編します。 
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■維持管理課【新】 

    建設課を廃止し、「維持管理課」を新設。建設課維持担当からなる「維持担当」と監理課管理

登記担当を移管し「管理登記担当」の２係体制に再編します。 

 

⓫上下水道部 

現行のとおり、経営管理課・上水道課・下水道課の３課体制となります。 

 

⓬教育部 

  学校教育課・学校給食課・生涯学習課・文化課・子ども家庭支援課・こども園幼稚園課の６課

体制となります。 

■学校給食課【新】 

  学校給食担当を「課」に位置付け、「学校給食課」を新設。新たに公会計となる学校給食費へ

の対応とともに、更なる食育の推進を図ります。 

■文化課 

   新市立博物館準備室の業務は、「博物館担当」が担います。 

■子ども家庭支援課【新】 

「子ども家庭支援課」を新設。子どもや子育てに関する家庭への支援サービスが幼保小中にお

いて系統的に一貫して提供できるようにします。 

また、課内に「子ども子育て政策係」を新設。子ども・子育て支援事業計画に基づく施策を着

実に推進します。 

「子育て給付係」を新設。児童手当、児童扶養手当等の給付業務を所管します。 

「子ども家庭相談担当」を新設。子ども発達支援相談・家庭児童相談・教育相談業務を一元

化し、効果的な運用を図ります。 

「児童青少年係」を新設。生涯学習課社会教育担当から、子ども・若者育成、家庭教育支援、

放課後子どもプランに係る業務を移管し、青少年交流を所管します。 

■こども園幼稚園課【新】 

「こども園幼稚園課」を新設。認定こども園・幼稚園の管理運営、保育サービスの充実と信州

型自然保育（信州やまほいく）の普及等の施策を着実に推進します。 

 



安曇野市組織図　（組織改編案）11部・40課・94室係体制（現行：12部・42課・99室係）
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新型コロナウイルスワクチン接種対策室
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現組織と大きな相違点
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令和４年１月26日
総務課 資料 ２



新型コロナワクチン（３回目）接種スケジュール

※１/２４現在






